
 
  

支援の名称 地域連携・快適避難所運営モデル事業補助金 

制度の 

趣旨・背景 

災害時においては、自主防災組織をはじめとした地域住民による円滑な避難所運営が重要

です。 

このことから、住民主体の避難所運営体制づくりを促進するため、市町村や自主防災組織

等が、地域の様々な主体と連携し、実際の避難所でその運営体制を構築する事業をモデル的

に支援します。 

制度の 

内容 

○補助対象事業 

市町村や、自主防災組織、学校、企業などの地域の様々な主体が連携・協働して、実際の

避難所において行う避難所運営体制の構築に係る取組が対象となる。過去に本補助金事業の交

付を受けた団体が同一の内容で申請する事業は対象としない。 

①避難所個別の運営要領の作成又は点検・見直し 

実際の避難所（指定避難所）において、避難所運営体制を整備し、運営に必要な事項を記

載した要領を作成する。 

・運営組織の編成、班構成の決定 

・居住空間、共有空間等の部屋（区画）割り等 

なお、既に作成されている場合は、本事業で実施する避難所運営訓練の実施結果を踏まえ

て点検・見直しを行う。 

②避難所運営訓練の実施 

作成した運営要領に基づき、実際の避難所（指定避難所）において訓練を実施する。 

・運営組織や班構成、居住空間の区画割り等の検証 

・開設訓練（施設の開錠・施設点検・避難所内レイアウト・避難者の受入れ等） 

・備蓄品操作（設備の設置・簡易トイレ組立て等） 

③訓練用避難所資機材等の整備（任意） 

本事業で実施する避難所運営訓練に使用する資機材等に限定する。 

○補助率：補助対象経費の１／２ 

○補助限度額：1 件当たり ５０万円（市町村）、１０万円（市町村以外） 

対象と 

なる方 

市町村・自主防災組織等 

問い合わせ 

先など 

○所管 

徳島県 危機管理環境部 防災人材育成センター 

TEL：088-683-2100 E-mail：bousaijinzaiikusei-info@pref.tokushima.jp 

○関連 URL 

・地域連携・快適避難所運営モデル事業について（令和３年度） 

https://anshin.pref.tokushima.jp/docs/2019032800029/ 
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